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１ 策定にあたって 

１ 総合戦略策定の趣旨                               

本市は、令和２（2020）年度からスタートした「第２次周南市まちづくり総合計画後期

基本計画（以下、「総合計画」という）」において、人口減少問題の克服を、最大の課題とし

て位置づけています。 

総合戦略は、総合計画に掲げた重点推進プロジェクトや推進施策のうち、人口減少問題

の克服に資する取組を抽出し、そこに新たな施策や事業を組み込み、雇用・子育て・定住・

まちづくりの分野について、本市の実情に即した基本方針、基本目標や推進施策などを戦

略としてまとめたものです。 

 

 

２ 位置付け                                

総合戦略は、まち・ひと・しごとの創生に関する本市の基本目標や基本的な方向、ま

た、施策を具体的かつ戦略的に実施するために必要な事項をまとめたものであることか

ら、令和２（2020）年度からスタートした総合計画に次ぐ分野横断的な上位計画と位置

付け、計画相互の整合性を図るものとします。 

 

 

３ 総合計画との関係                            

総合計画は、本市の総合的な振興や発展を目的とし、行政全般にわたっての目標を定め

実施すべきことを計画したものであり、総合戦略は、総合計画に掲げる施策の中から、と

りわけ人口問題と地域経済縮小の克服について即効性のより高いもの、まち・ひと・しご

との創生と好循環の確立に、より強く資するものを選定し、それらを組み合わせた政策パ

ッケージとして具体的、積極的、戦略的に推進していくものとします。 

 

 

４ 総合戦略の計画期間                            

令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの 5 年間とします。 
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２ 総合戦略の展開 

１ まち･ひと･しごとの創生に向けた国や県の基本的方向                

（１）政策５原則 

総合戦略を推進していくにあたっては、国の「まち・ひと・しごと創生」政策５原則の趣

旨を踏まえ、着実な施策・事業の展開を図ります。 

 
 

（２）基本目標 

国や山口県の総合戦略が示す政策４分野ごとの基本目標を勘案し、本市における５年後

の基本目標を定めます。 

 

 

国の「まち・ひと・しごと創生」政策５原則 

①自立性：地方公共団体・民間事業者・個人等の自立につながるような施策に取り組む。  

②将来性：施策が一過性の対症療法にとどまらず、将来に向かって、構造的な問題に積極的

に取り組む。 

③地域性：地域の強みや魅力を活かし、その地域の実態に合った施策を、自主的かつ主体的

に取り組む。 

④総合性：施策の効果をより高めるため、多様な主体との連携や、他の地域、施策との連携

を進めるなど、総合的な施策に取り組む。その上で、限られた財源や時間の中で

最大限の成果を上げるため、直接的に支援する施策に取り組む。 

⑤結果重視：施策の結果を重視するため、明確な PDCA メカニズムの下に、客観的データに

基づく現状分析や将来予測等により短期・中期の具体的な数値目標を設定した

上で施策に取り組む。その後、政策効果を客観的な指標により評価し、必要な

改善を行う。 

●国の４つの基本目標 

①稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

②地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる 

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 

●国の２つの横断的な目標 

①多様な人材の活躍を推進する 

②新しい時代の流れを力にする 

 

●県の４つの基本目標 

①産業振興による雇用の創出 

②次代を担う人材の育成と定着・還流・移住の推進 

③結婚・出産・子育て環境の整備 

④時代に対応した持続可能な地域社会の形成 
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２ ４つの基本方針                             

周南市人口ビジョンで定めた３つの目指すべき将来の方向を踏まえ、国や山口県の総合

戦略を勘案し、４つの基本方針を設定しました。 

 

 （１）多様なしごとを創出し、安定した雇用を生む環境をつくる 

本市は、これまで地域経済ひいては日本経済を支えてきた「周南コンビナート」を有

しています。この大きな地域資源である周南コンビナートの国際競争力強化を図るため、

徳山下松港や幹線道路などの物流基盤の強化・充実を図ることで、さらなる地域経済の

発展につなげます。 

   そして、周南コンビナートを核とした関連する産業への波及効果等から、安定的な雇

用の確保と拡充につながる取組を進めます。 

   また、新たな企業進出の促進、地元企業の本社機能の移転などに対する支援や、新事

業・新産業・新エネルギー創出のための環境整備に取り組むとともに、若者や女性、高

齢者などの多様な就労機会を確保することにより、３次産業の雇用力の強化につながる

取組を進めます。 

   さらに本市では、新規就農者や集落営農法人、販売拠点となる「ソレーネ周南」など

と連携し、付加価値の高い農林水産物及びその加工品を創出するなど、６次産業化・農

商工連携の一体的な取組を進めるとともに、地域産品のブランド化を強化することによ

り、新たな雇用の創出や多様な働き方が出来る環境の実現を目指します。 

 

 

（２）若い世代の結婚、妊娠・出産・子育ての希望をかなえる 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、本市の１５歳未満の年少人口の減少

率は、市内総人口の減少率を大きく上回り、子育て世代の人口流出と相まって、今後も

その傾向が続くことが予測されています。人口減少問題は、将来にわたり持続可能なま

ちづくりを進めていく上で喫緊の課題であることから、より多くの若者が結婚の希望を

かなえ、そして、希望する時期に妊娠・出産・子育てができる施策が必要です。 

そのため、安心して子どもを生み、育てることのできる環境整備、妊娠や子育てに関

する情報提供や相談体制の構築など、家庭・地域・企業・行政など社会全体が、結婚、

妊娠・出産・子育てに関する「切れ目のないきめ細かな支援」に取り組む体制の強化を

図ります。 

また、本市で生まれ育つ子どもたち一人ひとりの特性や能力を伸ばし、「豊かな心」

の育成を基本として、「確かな学力」「健やかな体」がそれぞれ調和のとれた「生きる

力」を育むとともに、これからの変化の激しい社会を力強く『生き抜く力』を育む教育

の充実に取り組みます。そして、安心・安全に学ぶことができる保育・教育環境の整備

と充実に取り組みます。 
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（３）人口の流出を食い止め、市外からも人を呼び込む 

本市の人口流出の大きな要因は、大学卒業後の就職時期にあたる 20 歳代の若い世代

が、関東・関西・九州などの都市圏へ多く転出していることです。 

平成 27（2015）年に実施したアンケートによると、18 歳から 34 歳の市民の約

70％、市内の高校３年生の約 50％が本市への定住を希望しています。 

一方、大都市圏で開催される移住フェアや相談会への参加者は、年々、増加傾向にあ

り、特に若者や子育て世代を中心に、都会には無い、魅力的な働き方や暮らし方のでき

る場所を求め、都会から地方へと向かう動きも増えてきています。 

こうしたことから、多様な地域資源を有する本市の特性を生かし、若い世代が希望す

る仕事や暮らしやすい環境を創出することにより、若い世代が本市に留まる、帰ってく

る、さらには移り住みたくなるような魅力あるまちを構築し、定住につなげていきま

す。 

さらに、本市には大学、高等専門学校、専修学校などの高等教育機関が立地してお

り、多くの若者が在籍しています。これら教育機関や地元企業、行政等が連携し、意欲

と能力のある若者が地元に残り活躍できる環境整備に取り組みます。 

  また、まちの活性化には、定住人口のみでなく、交流人口や、本市と多様な関わりを

持つ「関係人口」の増加を図っていくことも重要です。本市の「まちの顔」である中心

市街地を核とした賑わいの創出を図るとともに、観光交流の促進やスポーツ交流の推進

により、魅力・活力あふれるまちづくりを進めます。 

 

 

（４）次世代につなぐ新たなまちをつくる 

近年、情報科学技術の発展は目覚ましいものがあり、あらゆる分野での進化・向上が

期待されるとともに、人々の価値観やライフスタイルがますます多様化する中で、個人

と社会とのかかわり方も変わりつつあります。 

こうしたことから、本市においては、地域の課題解決や価値創造の手法の一つとして、

ＡＩやＩｏＴなどの先端技術、ビッグデータ等を積極的に活用し、まちづくりに積極的

に取り入れることで、人々が快適で安心・安全に暮らせるまち「スマートシティ」の実

現を目指します。 

また、これから先、人口減少が避けて通れない中で、各コミュニティを維持し市民が

安心して快適に暮らしていくため、中心市街地をはじめ、各地域の持つ特性を生かした

コンパクトな拠点を形成し、それらをつなぐ公共交通ネットワークを形成することによ

り、コンパクト・プラス・ネットワークを基本としたまちづくりを推進するとともに、

中山間地域をはじめとする多様化・複雑化する各地域の課題の解決に向け、市民と行政

の多様な連携による地域づくりを進め、いつまでも住み慣れた地域の中で安心して暮ら

し続けられる地域づくりを推進します。 
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３ 総合戦略の体系                              

４つの基本方針を踏まえ、５つの基本目標と、それを実現していくための推進施策を設

定しました。 

なお、政策分野ごとの基本目標には、実現すべき「成果」を検証する指標として、数値目

標を設定し、推進していく施策には、効果を客観的に検証できる指標として、重要業績評

価指標（KPI：Key Performance Indicator）を設定します。 

 

【基本方針】 【基本目標】 【推進施策】 

Ⅰ．多様なしごとを

創出し、安定した雇

用を生む環境をつく

る 

１．雇用を確保し、

安定して働くことが

できるまちづくり 

（１）産業基盤強化の促進 

（２）企業立地の促進 

（３）新事業・新産業・新エネルギーの創出 

（４）稼げる農林水産業の構築 

（５）雇用の充実 

Ⅱ．若い世代の結

婚、妊娠・出産・子

育ての希望をかな

える 

２．子育てに寄り添

い、次代を担う人材

を育むまちづくり 

（１）結婚、妊娠・出産・子育てに関する支援の促進 

（２）豊かな心を育む幼児教育・保育サービスの提供 

（３）生き抜く力を育む教育の充実 

Ⅲ．人口の流出を

食い止め、市外から

も人を呼び込む 

３．若者・女性が魅

力を感じ、つながり

が生まれるまちづく

り 

（１）関係人口の創出・拡大 

（２）起業・創業支援の推進 

（３）ＵＪＩターンの促進 

（４）高等教育機関等との連携 

４．強みを活かし、

賑わいあふれるま

ちづくり 

（１）中心市街地における賑わいの創出 

（２）観光交流の推進 

（３）スポーツ交流の推進 

Ⅳ．次世代につなぐ

新たなまちをつくる 

５ ． 時 代 に 対 応 し

た、持続可能なまち

づくり 

（１）Society5.0 の実現に向けたまちづくり 

（２）コンパクト・プラス・ネットワークの推進 

（３）中山間地域の持続可能な生活圏づくり 

（４）多様な主体による地域づくりの推進 
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４ 基本目標・推進施策・主な取組                       

 
基本目標  

１ 雇用を確保し、安定して働くことができるまちづくり 

 

 新たなエネルギーや素材などをはじめとした新産業の創出や企業立地の推進、大企業を支

える中小企業の支援などに取り組むとともに、物流拠点として国際バルク戦略港湾に指定さ

れた徳山下松港の港湾機能の拡充など、持続的な成長を支える産業基盤を強化することによ

り、安定した雇用を確保します。 

また、次代の農林水産業を担う後継者を育成し、魅力ある産業として、事業者が誇りとや

りがいをもてる環境をつくるとともに、道の駅や関係団体と連携した６次産業化の推進によ

り、農林水産物の付加価値や需要の拡大、新たな雇用の創出を図るなど、生産から商品開発・

加工・流通・販売・販路拡大に向けた取組を支援します。 

 

数値目標 
➢ 市内就業者数（雇用保険の被保険者数） 47,000 人  

［H30 年度 46,969 人］ 

 

推進施策・主な取組 
重要業績評価指標(KPI） 

現状（最新値） 目標(R6 年度) 

(1) 産業基盤強化の促進  

徳山下松港航路整備 

▶ 1 航路完成 

 

 

 

▶ 2 航路完成 

 
 ①国際物流ターミナルの整備 

(2) 企業立地の促進  

事業所等設置奨励 

補助金の指定件数 

▶ 63 件 

 

本社機能移転等の 

認定件数 

▶ 3 件 

 

市の支援制度による 

進出事業所での 

新規雇用者数 

▶ －人 

 

 

 

 

▶ 120 件 

 

 

 

▶ 6 件 

 

 

 

 

▶ 10 人 

 

①企業立地の促進 

②本社機能の移転・拡充 

③都市型産業の立地促進 

(3) 新事業・新産業・新エネルギーの創出  

事業所等設置奨励 

補助金の重点立地促進事

業の指定件数 

▶ 10 件 

 

周南市創業支援協議会の

支援を受けた者のうち創業

した件数（年間） 

▶ 23 件 

 

 

 

 

 

▶ 20 件 

 

 

 

 

▶ 15 件 

 

 

①新事業・新産業の創出 

②水素先進都市の推進 

③創業支援の推進 

④木質バイオマス材の利活用 
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推進施策・主な取組 
重要業績評価指標(KPI） 

現状（最新値） 目標(R6 年度) 

(4) 稼げる農林水産業の構築  

6 次産業化チャレンジ支援

事業対象者数 

▶ 6 人 

 

 

 

 

▶ 11 人 

 

 
①地域産品の開発・ブランド化 

(5) 雇用の充実  

地域雇用マッチング事業に

関連した新規就業者数（年

間） 

▶ 22 人 

 

 

 

 

 

▶ 20 人 
 

①多様な就業機会の確保 

 

 

推進施策 （１）産業基盤強化の促進 

 徳山下松港は、周南コンビナートの原熱材料である石炭など大量のバルク

貨物やコンテナ貨物を取り扱う重要な物流拠点港となっています。しかし、

ケープサイズの大型貨物船舶に対応できないなど、国際物流ターミナルとし

ての機能が不十分であることから、更なる港湾基盤の強化・整備が喫緊の課

題となっています。 

そのため、徳山下松港では、コンビナート企業の自家発電所などで使われ

る石炭の大型船舶による一括大量輸送を可能にするため、泊地や航路などの

港湾整備が進められています。企業の海上輸送コストを削減し、国際競争力

を強化するため、引き続き国や県と連携して事業の推進を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

徳山下松港航路整備 １航路完成 ２航路完成 

 

 主な取組 ①国際物流ターミナルの整備 
   

  具体的な取組内容 

  

●国際物流ターミナル整備事業の推進 

国において進められている徳山地区の岸壁（水深 14m、L=110m

延伸）、航路・泊地（水深 14m）及び新南陽地区の岸壁（水深 12m、

L=80m 延伸）、航路・泊地（水深 12m）の港湾整備事業の推進

を図ります。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  国際物流ターミナル整備事業

の推進 
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推進施策 （２）企業立地の促進 

 本市の製造業は、県内第 1 位、1 兆 2,434 億円の製造品出荷額等（平成

30（2018）年工業統計調査結果確報）を誇り、市外から多くの所得を得る

とともに、1 万 2 千人を超える雇用を生み出している、まさに本市の生命線

です。 

しかしながら、グローバル化の進展、国内需要の減少等に伴う事業縮小な

どにより、市内企業においても事業の撤退の動きが見られるなど、製造業を

取り巻く環境は大きく変化しています。 

引き続き、本市での持続的な操業を後押しするため、市内企業の積極的

な設備投資や本社機能の移転・拡充とともに、新たな企業の立地を促進す

る施策を展開することで、雇用の増加や新たな需要の創出を図り、地域経

済の好循環につなげていきます。企業の海上輸送コストを削減し、国際競

争力の強化のため、引き続き国や県と連携して事業の推進を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

事業所等設置奨励補助金の指定件数 63 件 120 件 

本社機能移転等の認定件数 3 件 6 件 

市の支援制度による進出事業所での新規雇

用者数 
－人 10 人 

 

 主な取組 ①企業立地の促進 
   

  具体的な取組内容 

  

●事業所等設置奨励制度の実施 

製造業を主な対象として、市内企業の新規事業への進出・事業規

模の拡大や、市外企業の進出等にあたり設備投資を行う場合、そ

の投資に係る固定資産税相当額の一部もしくは全額について支

援を行います。 

●雇用奨励制度の実施 

事業所等設置奨励金の対象事業について、従業員を雇用した場合

に支援を行います。 

●研究者集積奨励制度の実施 

事業所等設置奨励金の対象事業となる研究施設への設備投資に

ついて、研究者を雇用した場合に支援を行います。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
事業所等設置奨励制度の実施      

  
雇用奨励制度の実施      

  
研究者集積奨励制度の実施      
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 主な取組 ②本社機能の移転・拡充 
   

  具体的な取組内容 

  

●本社機能の移転・拡充を促進する支援制度の実施 

市内において本社機能の移転・拡充を行う企業の設備投資等に対

して支援を行います。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  本社機能の移転・拡充を促進

する支援制度の実施 
     

 

 主な取組 ③都市型産業の立地促進 
   

  具体的な取組内容 

  

●情報通信産業等支援事業の実施 

中心市街地等への都市型産業の立地を促進し、地域経済の活性化

並びに雇用の創出及び拡大を図ります。 

●まちなかオフィス立地促進事業の実施 

中心市街地の一定の区画内に、新たに事業所等を開設する事業者

に対し、家賃補助及び雇用奨励を行います。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  情報通信産業等支援事業の実

施 
     

  まちなかオフィス立地促進事

業の実施 
     

 

 

推進施策 （３）新事業・新産業・新エネルギーの創出 

 周南コンビナートでは、近年、新たな研究施設の建設や、水素、バイオマ

ス発電、医療、環境分野等におけるプラント建設など、時代のニーズを捉え

た成長分野への投資が相次いでいます。こうした流れを確固たるものとし、

本市の強みを最大化していくことが重要です。 

今後、未来につながる研究事業や成長事業に対して、関係機関が連携し

た推進体制の構築や積極的な設備投資を促す支援施策を展開します。 

また、多様な分野への創業・起業を促進します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

事業所等設置奨励補助金の重点立地促進事

業の指定件数 
10 件 20 件 

周南市創業支援協議会の支援を受けた者の

うち創業した件数（年間） 
23 件 15 件 
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 主な取組 ①新事業・新事業の創出 
   

  具体的な取組内容 

  

●重点立地促進事業に対する事業所等設置奨励制度の実施 

重点立地促進事業（製造業における研究開発、水素関連、医療関

連、環境エネルギー関連、バイオ関連、ヘルスケア関連事業）に

ついて、事業所等設置奨励金による支援を積極的に推進します。 

●関係機関と連携した推進体制の構築 

地方独立行政法人「山口県産業技術センター」や、公益財団法人

「周南地域地場産業振興センター」などの関係機関と連携しま

す。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  重点立地促進事業に対する事

業所等設置奨励制度の実施 
     

  関係機関と連携した推進体制

の構築 
     

 

 主な取組 ②水素先進都市の推進 
   

  具体的な取組内容 

  

●水素利活用推進事業の実施 

水素の利活用に関する普及啓発活動を進め、地域資源である水素

への理解を深め、需要の拡大を図ります。 

●地域連携・低炭素水素技術実証事業 

水素の製造から輸送、貯蔵、供給、利用に至る各段階において低

炭素化された「水素サプライチェーン」を構築し、地域資源であ

る水素の利活用を図ります。 

●水素イノベーション創出事業 

中小企業を対象に、水素関連技術の知識習得と企業間交流を目的

とした勉強会を開催するとともに、研究開発等への補助を実施

し、水素関連産業の創出を図ります。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
水素利活用推進事業      

  地域連携・低炭素水素技術実

証事業 
     

  
水素イノベーション創出事業      

 

 主な取組 ③創業支援の推進 
   

  具体的な取組内容 

  

●創業支援事業の実施 

周南市創業支援等協議会が実施する、商工会議所や金融機関等と

連携した創業相談・講座を開催します。 



- 11 - 

●創業機運醸成事業の実施 

市内の教育機関と連携し、若い世代への創業機運の醸成を図りま

す。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
創業支援事業の実施      

  
創業機運醸成事業の実施      

 

 主な取組 ④木質バイオマス材の利活用 
   

  具体的な取組内容 

  

●木質バイオマス材の利活用に向けた協議会の開催 

市内コンビナート企業等と連携して、木質バイオマス材の利活用

の推進及び市内産バイオマス材の利活用に向けた検討を進めま

す。 

●緑山バイオマス材生産モデル事業 

早生樹種を活用した低コスト、短伐期による木質バイオマス材生

産体制のモデル事業を実施します。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  木質バイオマス材の利活用を

推進するための協議会の開催 
     

  緑山バイオマス材生産モデル

事業 
     

 

 

推進施策 （４）稼げる農林水産業の構築 

 本市における農林水産業は、過疎・高齢化の進行により、中山間地域等を

中心に、集落機能の維持が困難となる集落が増加し、就業者の高齢化・後継

者不在による労働力不足や、耕作放棄地の増加が予測されます。また、安価

な輸入農林水産物などとの価格競争による価格低迷により、就業者の経営意

欲が減退することも懸念されます。 

このような状況を踏まえ、次代を担う多様な後継者を確保・育成するため

には、産業として魅力ある農林水産業を構築し、就業者が誇りとやりがいを

持てる環境を作ることが重要となります。 

このため、付加価値の高い農林水産物及びその加工品を創出するなど、

「六次産業化・地産地消法」や「農商工連携促進法」に基づく補助事業や

有利な資金の活用などによる、６次産業化・農商工連携の一体的な取組を

進めるほか、地域産品のブランド力を向上させる取組を強化し、農林水産

業界の所得向上や雇用創出などによる活力のある地域づくりを推進しま

す。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

６次産業化チャレンジ支援事業対象者数 6 人 11 人 
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 主な取組 ①地域産品の開発・ブランド化 
   

  具体的な取組内容 

  

●６次産業化推進事業 

６次産業化チャレンジ支援事業を活用するとともに、「六次産業

化・地産地消法」や「農商工連携促進法」に基づく補助事業や有

利な資金の活用などを、関係機関とともに支援します。 

●地域産品のブランド力強化事業 

「しゅうなんブランド」や「地産地消推進店」を活用し、地域産

品のブランド化や地産地消を進めます。「しゅうなんブランド」を

はじめとする地域産品の情報発信に際して、生産者の思い入れや

こだわりに加え、自然・歴史・風土・文化等その地域が持つ魅力

を PR します。また、道の駅「ソレーネ周南」を地産地消の推進

拠点と位置付け、施設を活用した情報発信を行います。 

●地産外商 

周南地域地場産業センター、地域商社やまぐち、生産者等と連携

し、首都圏などで開催されるイベントや商談会等で地域産品の売

り込み強化を図ります。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
６次産業化推進事業      

  地域産品のブランド力強化事

業 
     

  
地産外商      

 

 

推進施策 （５）雇用の充実 

 人口減少、少子高齢化が進行する状況にあって、本市の経済活動を支えて

いくためには、労働力人口を維持していくことが必要です。 

若者や女性、高齢者などの多様な就業機会を確保することにより、市内

の産業の持続的発展、地域経済の活性化と雇用の拡大を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

地域雇用マッチング事業に関連した新規就

業者数（年間） 
22 人 20 人 

 

 主な取組 ①多様な就業機会の確保 
   

  具体的な取組内容 

  

●女性雇用マッチング事業の実施 

現在、就業していない女性に対するセミナーや企業との交流会・

座談会等を実施することにより、就業に対する潜在的な不安を解

消し、キャリア形成の再開や就職に向けた支援を行います。 
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●県外人材市内就職促進事業の実施 

県と連携し、東京圏からの移住希望者に対して、自身が求める適

切な職種へのマッチングを行い、市内就職の促進を図ります。 

●市内企業インターンシップ事業の推進 

山口県インターンシップ協議会と連携し、市内企業のインターン

シップ事業実施を推進します。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  女性雇用マッチング事業の実

施 
     

  県外人材市内就職促進事業の

実施 
     

  市内企業インターンシップ事

業の推進 
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基本目標  

２ 子育てに寄り添い、次代を担う人材を育むまちづくり 

 

「子育ての幸せあふれるまち」を目指すため、家庭・地域・企業・行政などの社会全体が、

結婚、妊娠・出産・子育てに関する「切れ目のないきめ細かな支援」に取り組む体制を強化

し、より多くの若者が結婚の希望をかなえ、希望する時期に安心して、妊娠・出産・子育てが

できる環境整備に取り組みます。 

また、将来を担う子どもたち一人ひとりの特性や能力を伸ばし、これからの変化の激しい

社会を力強く『生き抜く力』を育む教育の充実に取り組むとともに、安心・安全に学ぶこと

ができるよう保育・教育環境の整備と充実を図ります。 

 

数値目標 ➢ 人口 1,000 人あたりの出生数 ※検討中 人  ［R1 年度 6.5 人］ 

 

推進施策・主な取組 
重要業績評価指標(KPI） 

現状（最新値） 目標(R6 年度) 

(1) 結婚、妊娠・出産・子育てに関する 

支援の促進 

 

乳児家庭全戸訪問割合 

▶ 99.2％ 

 

養育支援訪問事業の実施

件数 

▶ 457 件 

 

周南市で子育てをしたいと

思う親の割合 

▶ 73.3％ 

 

 

 

▶ 100％ 

 

 

 

▶ 500 件 

 

 

 

▶ 85.0％ 

 

①切れ目のない支援体制の強化 

②安心して子育てができる環境の充実 

③子どもの明るい未来への支援 

(2) 豊かな心を育む 

幼児教育・保育サービスの提供 

 

民営化及び統廃合により

移行する定員 

▶ 413 人 

 

市主催の研修会への参加

率（市内全 64 園） 

▶ 60.3％ 

 

 

 

 

▶ 731 人 

 

 

 

▶ 100.0％ 

 

①教育・保育施設の再編整備 

②幼児教育・保育の質の向上 

③放課後児童クラブの充実 

(3) 生き抜く力を育む教育の充実  

児童生徒 1 人 1 台の端末

の整備率 

▶ 12.5％ 

 

小中学校トイレ洋式化率 

  ▶ 37.7％ ※R2.3 月末予定 

 

学校給食費収納率 

▶ 99.8％ 

 

 

 

 

▶ 100％ 

 

 

▶ 50.0％ 

 

 

▶ 99.8％ 

 

 

①特色ある教育の充実 

②学校ＩＣＴ環境の充実 

③快適な教育環境の充実 
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推進施策 （１）結婚、妊娠・出産・子育てに関する支援の促進 

 本市の年間出生数は、平成 30（2018）年に 1,000 人を割り込み、こ

こ 10 年で約 300 人減少しました。少子化は、教育、労働力、地域コミュ

ニティ等に多大な影響を及ぼすことが懸念されており、その解決に向け、

社会全体で考え、取り組むことが必要です。少子化の要因としては、晩婚

化・未婚化、子育ての心理的・経済的負担感などが考えられます。また、

子育て家庭を取り巻く環境の多様化・複雑化や地域とのつながりの希薄化

などから、育児に対する不安や孤立を感じる保護者も増えています。さら

に、子どもの貧困や児童虐待なども大きな社会問題となってきました。 

 このような状況を踏まえ、本市では、結婚、妊娠を希望する人への支援

とともに、全ての妊産婦・乳幼児・児童生徒とその家族への「切れ目のな

い、きめ細かな支援」と「地域全体で子育てを支える環境づくり」に取り

組み、「子育ての幸せあふれるまち」を目指します。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

乳児家庭全戸訪問割合 99.2％ 100％ 

養育支援訪問事業の実施件数 457 件 500 件 

周南市で子育てをしたいと思う親の割合 73.3％ 85.0％ 

 

 主な取組 ①切れ目のない支援体制の強化 
   

  具体的な取組内容 

  

●妊娠・出産・子育てに関するワンストップ相談窓口の運用 

「子育て世代包括支援センター」と「子ども家庭総合支援拠点」

の２つの機能を持つ「こども・子育て相談センター」が、すべて

の子ども・子育て世代にとって必要なサービスの利用につながる

ワンストップ相談窓口となり、継続的かつ包括的な支援を実施し

ます。 

●産前・産後の支援の充実 

産後ケア等の産前・産後に利用できる各種サービスの対象者や利

用期間、利用先等を拡充するとともに、単胎児に比べ心身のリス

クが高い多胎育児家庭に配慮した心身のケアと育児サポートの

充実を図ります。 

●乳児家庭全戸訪問 

全ての乳児に対して保健師等の専門職が家庭訪問し、子どもや母

親等の心身の健康を確認し、育児の悩みに対して一人ひとりに寄

り添い、産後うつ病の早期発見や養育支援を必要とする家庭の把

握を通して、関係機関と連携し切れ目のない支援を実施します。 

●養育支援訪問事業の充実 

１８歳までの子どものいる家庭で、育児不安が強い、子どもへの

対応に困っているなど、支援が特に必要な家庭に、保健師や心理

士などが家庭訪問にて専門相談を実施したり、子どもにとって適

切な養育環境が整わない家庭に家事・育児援助ヘルパーを派遣し

ます。 

 



- 16 - 

●切れ目ない子育て支援の充実に向けた連携体制の強化 

全ての妊産婦・乳幼児・児童とその家族を支える、地域・関係機

関・団体・行政等様々な支援者のネットワークを構築し、連携体

制の強化を図ります。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  妊娠・出産・子育てに関する

ワンストップ相談窓口の運用 
     

  
産前・産後の支援の充実      

  
乳児家庭全戸訪問      

  
養育支援訪問事業の充実      

  切れ目ない子育て支援の充実

に向けた連携体制の強化 
     

 

 主な取組 ②安心して子育てができる環境の充実 
   

  具体的な取組内容 

  

●不妊治療、不育症治療の支援 

不妊治療、不育症治療費助成の所得制限撤廃により、治療を受け

ている夫婦への経済的、心理的な負担の軽減を図ります。 

●妊よう性温存治療の支援 

がんを発症した方が、将来、子どもを産み育てることに希望を持

てるよう、妊よう性温存治療費の助成を実施します。 

●市民子育てサポーター研修の実施 

幅広い世代の市民を対象に、子育てに対して理解を深めるととも

に、地域の子育て支援活動や市の子育て支援事業をサポートする

人材の育成を目的とした研修会を開催します。 

●効果的な情報発信 

本市の子育て支援の取組が、市内外の子育て家庭に届くよう、効

果的な情報発信を図ります。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
不妊治療、不育症治療の支援      

  
妊よう性温存治療の支援      

  市民子育てサポーター研修の

実施 
     

  
効果的な情報発信      
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 主な取組 ③子どもの明るい未来への支援 
   

  具体的な取組内容 

  

●子どもの居場所づくりの推進 

地域の自主的な取組を促進し、地域住民と子どもが交流して、食

堂の開設や学習、遊びを支援することができる居場所づくりを推

進します。 

●学習・生活支援事業の実施 

ひとり親家庭等の児童に対し学習環境を提供することで、学習習

慣の定着と学力の向上を図り、将来への希望を持てるよう支援し

ます。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
子どもの居場所づくりの推進      

  
学習・生活支援事業の実施      

 

推進施策 （２）豊かな心を育む幼児教育・保育サービスの提供 

 本市の公立保育所や幼稚園の多くは、昭和 40 年代から 50 年代にかけ

て建設されており、施設の老朽化への対応が課題となっています。また、

人口減少と少子化により、今後も就学前年齢人口（０歳児から５歳児まで

の人口）の減少が予測されています。さらに、平成 27（2015）年度から

の「子ども・子育て関連３法 」の施行、平成 30（2018）年度からの保

育所保育指針等の改訂により、幼稚園、保育所等の教育・保育施設の一層

の連携や幼児教育の質の向上が求められています。 

 こうした状況を踏まえ、保育所をはじめとする各種保育サービスにおい

て、民間活力を積極的に導入するとともに、認定こども園化等による統廃

合により、現況に応じた適切な教育・保育環境の再構築を進めます。 

 また、保育士の継続的・安定的な確保のための就労支援を行うととも

に、幼児教育の質の向上を図る研修の充実や小学校教育への接続を円滑に

する取組により、育ちや学びを連続的にとらえた幼児教育の質の向上を図

ります。 

児童クラブにおいては、平成 28（2016）年度に設置した専門アドバイ

ザーによる各クラブの巡回訪問、支援員・補助員への助言や指導を実施す

るほか、研修会を開催するなど、放課後や長期休業期間などにおける子ど

もの安全かつ安心な保育のための環境づくりや人材の確保・育成に取り組

みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

民営化及び統廃合により移行する定員 413 人 731 人 

市主催の研修会への参加率（市内全 64 園） 60.3％ 100％ 
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 主な取組 ①教育・保育施設の再編整備 
   

  具体的な取組内容 

  

●公立保育所等の再編整備 

多様化する保育ニーズや施設の老朽化により懸念される安全性

の課題に対応するため、公立保育所の民営化及び認定こども園化

等による統廃合並びに民間による教育・保育施設の整備等による

定員確保を推進します。 

●民間事業者の進出支援・誘致 

保育所をはじめとする各種保育サービスにおいて、民間事業者の

進出支援・誘致を推進します。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
公立保育所等の再編整備      

  
民間事業者の進出支援・誘致      

 

 主な取組 ②幼児教育・保育の質の向上 
   

  具体的な取組内容 

  

●幼児教育・保育の質の向上 

幼稚園、保育所、認定こども園のそれぞれの学びを相互に共有す

るとともに、幼児教育の質の向上に資する研修会や未就園児の園

訪問等を充実するなど、小学校教育への接続を円滑にする取組を

行います。 

●保育士の継続的・安定的な確保 

保育業務に携わっていない保育士の有資格者を対象に、短期で勤

務する機会を提供する等、保育士としての就労につなげる取組を

行います。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
幼児教育・保育の質の向上      

  保育士の継続的・安定的な確

保 
     

 

 主な取組 ③放課後児童クラブの充実 
   

  具体的な取組内容 

  

●放課後児童クラブ職員研修の実施 

計画的な研修会の開催、外部研修会への積極的な参加などによ

り、職員の質の向上を図ります。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  放課後児童クラブ職員研修の

実施 
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推進施策 （３）生き抜く力を育む教育の充実 

 子どもたちが、社会人としての自己実現を図るためには、「確かな学力」

「豊かな心」「健やかな体」を、それぞれ調和のとれた『生きる力』として身

に付けることが重要です。その上で、これからの変化の激しい社会を未来（あ

す）に向かって生きていくためには、チャレンジ精神や逆境を乗り越えてい

くなどの『生き抜く力』が必要となってきます。子どもたちが、これからの

社会を生き抜くために、学び、チャレンジすることができる教育の充実に取

り組みます。 

これからの情報化社会に対応できるようＩＣＴを活用した教育を推進し、

質の高い学びを実現することで、学ぶ意欲をもつ子どもの育成やグローバル

な視点をもった子どもの育成に取り組みます。 

家庭や地域と連携して、地域の自然や文化等を生かした特色のある教育を

推進し、「ふるさと周南」の自然や歴史、伝統や文化に誇りと愛着をもち、高

い「志」を抱いて社会で活躍し、力強く自らの未来（あす）を拓く子どもた

ちを育てる環境づくりに取り組みます。 

また、経年劣化に伴い損傷が著しい校舎等の老朽化対策により、安心安全

で快適な教育環境を整備します。 

さらに、教員がその専門性を活かしつつ、子ども達に接する時間を十分

に確保し、本来担うべき業務に集中できる環境をつくるため、学校給食費

管理システムを導入するなど、教職員の負担軽減へつなげます。 
 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

児童生徒 1 人 1 台の端末の整備率 12.5％ 100％ 

小中学校トイレ洋式化率 37.7％ 
（R2.3 月末予定） 

50.0％ 

 

 主な取組 ①特色ある教育の充実 
   

  具体的な取組内容 

  

●コミュニティ・スクール推進事業 

保護者、地域住民等の学校運営への参画・支援・協力を促進する

とともに、地域のニーズを迅速かつ適切に反映させ、地域の特性

を活かした特色ある学校づくりを進め、コミュニティ・スクール

の仕組みを生かして「地域とともにある学校づくり」を一層推進

します。 

●充実した学校生活サポート事業 

児童生徒一人ひとりの個性を生かし、柔軟で創意ある教育活動を

展開する中で、様々な体験や本物にふれる体験や学習を通して児

童生徒の豊かな感性や創造力、感動する心を育て、「豊かな心」の

育成に取り組みます。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  コミュニティ・スクール推進

事業 
     

  充実した学校生活サポート事

業 
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 主な取組 ②学校ＩＣＴ環境の充実 
   

  具体的な取組内容 

  

●普通教室への大型ディスプレイの設置 

小中学校の全ての普通教室に大型ディスプレイを増設し、ＩＣＴ

を活用した学習の拡充を図り、児童生徒の学力向上に取り組みま

す。 

●児童生徒１人１台の情報端末の整備 

高速大容量の通信ネットワークのインフラ整備をし、あわせて児

童生徒１人１台の情報端末の整備を年次的に進めます。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  普通教室への大型ディスプレ

イの設置 
     

  児童生徒１人１台の情報端末

の整備 
     

 

 主な取組 ③快適な教育環境の充実 
   

  具体的な取組内容 

  

●小中学校トイレ洋式化事業 

児童・生徒にとって快適で良質な教育環境の充実に向け、小中学

校のトイレの洋式化を推進します。 

●学校給食費管理システム導入事業 

公金としての安全性を担保し、保護者の利便性の向上を図るとと

もに、教職員の負担軽減につなげるため、学校給食費の収納・滞

納情報や食数の管理機能を備えたシステムを導入します。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
小中学校トイレ洋式化事業      

  学校給食費管理システム導入

事業 
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基本目標  

３ 若者・女性が魅力を感じ、つながりが生まれるまちづくり 

 

高等教育機関や産業が集積する本市の地域特性を生かし、若者や女性が起業しやすい環境

をつくるとともに、高等教育機関や企業等の関係機関が連携し、地元の人材を育成し、地元

が求める人材として還元していく地域人材循環構造を確立するなど、活力ある人材の育成や

若者の一層の地元定着を図ります。 

また、シビックプライドの醸成に向けて、市民、企業・団体、行政が連携・協力し、本市の

様々な魅力を各種メディアやイベント等を通じて積極的に情報発信し、認知度向上を目指す

とともに、市出身者をはじめ、在勤歴や在学歴のある人なども含め、本市と多様な関わりを

持つ人たち、いわゆる「関係人口」に着目し、こうした人たちと地域との関わりを持たせる

事業展開を図り、新たな関係づくりを進めます。 

さらに、地方での暮らしに関心がある若者や子育て世代に対して、地域ぐるみでの移住者

の受入体制を強化するとともに、各種支援制度や効果的な情報発信等により、本市への移住

を促進します。 

 

数値目標 
➢ 25～39 歳人口の転出超過数  30 人  ［H30 年度 59 人］ 

➢ 転入者数  4,000 人  ［H30 年度 3,779 人］ 

 

推進施策・主な取組 
重要業績評価指標(KPI） 

現状（最新値） 目標(R6 年度) 

(1) 関係人口の創出・拡大  

情報基盤の登録者数 
 ※R2 年度中整備予定 

▶ －人 

 

市公式 SNS 

合計フォロー数 

（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、ﾂｲｯﾀｰ、ｲﾝｽﾀ

ｸﾞﾗﾑ） 

▶ 11,534 件 

 

中山間地域において関係

人口により組織された地域

の担い手となる団体数 

▶ 2 団体 

 

 

 

 

▶ 5,000 人 

 

 

 

 

 

▶ 122,568 件 

 

 

 

 

▶ 7 団体 

 

 

①シティプロモーションの推進 

②地域づくりの担い手の創出・拡大 

(2) 起業・創業支援の推進  

周南市創業支援協議会の

支援を受けた者のうち創業

した件数（年間） 

▶ 23 件 

 

事業所等設置奨励 

補助金の重点立地促進事

業の指定件数 

▶ 10 件 

 

認定新規就農者数 

▶ 24 人 

 

 

 

 

 

▶ 15 件 

 

 

 

 

▶ 20 件 

 

 

▶ 34 人 

 

 

①創業支援の推進（再掲） 

②都市型産業の立地促進（再掲） 

③新規就農の支援 
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推進施策・主な取組 
重要業績評価指標(KPI） 

現状（最新値） 目標(R6 年度) 

(3) ＵＪＩターンの促進  

中山間地域への移住世帯

数 

▶ 46 世帯 

 

 

 

 

▶ 86 世帯 

  

①移住の促進 

②シティプロモーションの推進（再掲） 

 

(4) 高等教育機関等との連携  

市内の高等教育機関を卒

業し、就職した学生の市内

就職率 

▶ 14％ 

 

 

 

 

 

▶ 40％ 

 

 

①地元企業が求める人材の育成 

 

 

 

推進施策 （１）関係人口の創出・拡大 

 人口減少に歯止めをかけ、地域活力の向上を図り、持続可能なまちづく

りを進めていくためには、シビックプライドの醸成と若い世代を中心とし

た本市への定住・定着の促進の取組を進めていく必要があります。 

そのため、今後展開していくシティプロモーション事業は、庁内連携や

体制の強化、魅力ある地域資源の創出・発掘、様々なメディアを通じた情

報発信による、認知度向上に向けた取組を推進するほか、シビックプライ

ドの醸成につながるよう、市への愛着や誇りが育まれるような取組を、市

民の意見・アイデアを取り入れながら、市民、企業・団体、行政とが連

携・協力して進めていきます。 

さらに、市出身者をはじめ、在勤歴や在学歴のある人のほか、ふるさと

納税をしたことのある人など、本市と多様な関わりを持つ人たち、いわゆ

る関係人口に着目し、こうした人たちと地域との関わりを持たせる事業展

開を図り、新たな関係づくりを進めます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

情報基盤の登録者数 ※R2 年度中整備予定 －人 5,000 人 

市公式 SNS 合計フォロー数 

（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、ﾂｲｯﾀｰ、ｲﾝｽﾀｸﾞﾗﾑ） 
11,534 件 122,568 件 

中山間地域において関係人口により組織さ

れた地域の担い手となる団体数 
２団体 ７団体 

 

 主な取組 ①シティプロモーションの推進 
   

  具体的な取組内容 

  

●市民と共に進めるシティプロモーション 

市民の理解と共感を得られるシティプロモーション事業を構築

し、本市の様々な魅力を広く市内外へ訴求する活動や、市への愛

着と誇りを育む取組を継続的に展開します。 
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●関係人口との新たなつながりの構築・拡大 

インターネットを通じた情報基盤の整備による積極的な情報発

信を継続的に行うことで、様々な市の関係者が市への愛着と誇り

を育み、シビックプライドを醸成することで、定住人口や関係人

口の拡大を目指します。 

●庁内連携体制の充実による情報発信力の強化 

庁内連携を図り、ふるさと納税を通じた特産品のほか、観光、産

業、文化など本市の魅力ある様々な地域資源や各種イベントを、

マスメディアやＳＮＳ、インターネットニュース等を活用し情報

発信することで認知度を高め、選ばれるまちを目指します。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  市民と共に進めるシティプロ

モーション 
     

  関係人口との新たなつながり

の構築・拡大 
     

  庁内連携体制の充実による情

報発信力の強化 
     

 

 主な取組 ②地域づくりの担い手の創出・拡大 
   

  具体的な取組内容 

  

●関係人口を創出するきっかけづくり 

中山間地域との関わりを深める体験滞在型の交流活動などを支

援するとともに、地域づくりに関わる機会を提供します。 

●関係人口を地域づくりに活かす仕組づくり 

中山間地域において、出身者の会やファンクラブ、サポーターの

会など地域の担い手となる組織づくりや関係人口が継続的に地

域づくりに関わる仕組みづくりを支援します。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  関係人口を創出するきっかけ

づくり 
     

  関係人口を地域づくりに活か

す仕組づくり 
     

 

推進施策 （２）起業・創業支援の推進 

 本市は、若者や女性の転出が増加傾向にあり、その要因の一つとして、働

きたくても働ける場が少ないことが考えられます。人口の社会減を抑制する

ためには、市内に若者や女性の働く場を創出することが重要です。 

市内に留まって働きたい若者や女性が、いつまでも住み続けたいと思い、

活躍できるよう、創業しやすい環境づくりや支援を積極的に行い、若者や女

性の創業を促進します。 

特に、情報系やデザイン系などの高等教育機関が立地している本市の強

みを生かし、情報・通信産業やデザイン業などのいわゆる都市型産業の進

出を支援することで、創造性豊かな人材の育成・定着を図り、新たなまち

の価値と魅力を創造していきます。 

 



- 24 - 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

周南市創業支援協議会の支援を受けた者の

うち創業した件数（年間） 
23 件 15 件 

事業所等設置奨励補助金の重点立地促進事

業の指定件数 
10 件 20 件 

認定新規就農者数 24 人 34 人 

 

 主な取組 ①創業支援の推進（再掲） 
   

  具体的な取組内容 

  

●創業支援事業の実施 

周南市創業支援等協議会が実施する、商工会議所や金融機関等と

連携した創業相談・講座を開催します。 

●創業機運醸成事業の実施 

市内の教育機関と連携し、若い世代への創業機運の醸成を図りま

す。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
創業支援事業の実施      

  
創業機運醸成事業の実施      

 

 主な取組 ②都市型産業の立地促進（再掲） 
   

  具体的な取組内容 

  

●情報通信産業等支援事業の実施 

中心市街地等への都市型産業の立地を促進し、地域経済の活性化

並びに雇用の創出及び拡大を図ります。 

●まちなかオフィス立地促進事業の実施 

中心市街地の一定の区画内に、新たに事業所等を開設する事業者

に対し、家賃補助及び雇用奨励を行います。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  情報通信産業等支援事業の実

施 
     

  まちなかオフィス立地促進事

業の実施 
     

 

 主な取組 ③新規就農の支援 
   

  具体的な取組内容 

  

●給付金事業の活用 

国・県による給付金事業を活用し、研修から就業まで関係機関と

ともに支援します。 
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●新規就農者パッケージ支援事業 

若者を中心とした新規就農者の確保と定着を図るため、国・県の

給付金事業を活用し、研修から就農まで関係機関とともに支援し

ます。また、就農時の初期投資の軽減を図るため、研修の支援、

農地の確保、機械施設等の整備、住居の確保をパッケージで支援

します。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
給付金事業の活用      

  新規就農者パッケージ支援事

業 
     

 

 

推進施策 （３）ＵＪＩターンの促進 

 本市においては、30 年以上、転出者が転入者を上回る人口の社会減が続

いており、年齢別の転出者数をみると、男女とも 20～24 歳が最も多く、

就職時期の若者の定住が課題となっています。 

一方、大都市圏で開催される移住フェアや相談会への参加者は、年々、増

加傾向にあり、特に若者や子育て世代を中心とした田園回帰・地方回帰への

ニーズは高まっており、こうした機運を捉えた本市への移住を促す取組が必

要です。 

このため、そうした移住フェアへの参加やインターネットなどを活用した

積極的な情報発信を進めるとともに、研修や職場での実務体験を通じた地元

企業への就職、その後の定住に向けた支援を行います。 

また、中山間地域において、地域ぐるみでの移住者の受入体制を整備す

るとともに、空き家や市が所有する遊休施設等を活用して住宅の確保や起

業等を支援することにより、地域の担い手となる移住者の受入れを進めま

す。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

中山間地域への移住世帯数 46 世帯 86 世帯 

 

 主な取組 ①移住の促進 
   

  具体的な取組内容 

  

●地域ぐるみでの移住者の受入体制の強化 

移住希望者と地域の橋渡しを行う「里の案内人」の養成やスキル

アップを図ります。 

●移住者の住宅の確保 

空き家の改修経費や家財道具等の処分費への助成、地域による空

き家の掘起し活動を支援するとともに、市が所有する遊休施設等

を活用して移住者の住宅を確保します。 

●空き家情報バンクの運営 

空き家の情報を収集・発信するとともに、空き家所有者と利用希

望者をマッチングします。 
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●移住者による起業等の支援 

空き家等を活用して起業する移住者に対して初期投資経費を助

成するとともに、サテライトオフィス等の誘致に県との連携によ

り取り組みます。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  地域ぐるみでの移住者の受入

体制の強化 
     

  
移住者の住宅の確保      

  
空き家情報バンクの運営      

  
移住者による起業等の支援      

 

 主な取組 ②シティプロモーションの推進（再掲） 
   

  具体的な取組内容 

  

●市民と共に進めるシティプロモーション 

市民の理解と共感を得られるシティプロモーション事業を構築

し、本市の様々な魅力を広く市内外へ訴求する活動や、市への愛

着と誇りを育む取組を継続的に展開します。 

●関係人口との新たなつながりの構築・拡大 

インターネットを通じた情報基盤の整備による積極的な情報発

信を継続的に行うことで、様々な市の関係者が市への愛着と誇り

を育み、シビックプライドを醸成することで、定住人口や関係人

口の拡大を目指します。 

●庁内連携体制の充実による情報発信力の強化 

庁内各課と連携を図り、ふるさと納税を通じた特産品のほか、観

光、産業、文化など本市の魅力ある様々な地域資源や各種イベン

トを、マスメディアやＳＮＳ、さらにインターネットニュース等

を活用し情報発信することで認知度を高め、選ばれるまちを目指

します。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  市民と共に進めるシティプロ

モーション 
     

  関係人口との新たなつながり

の構築・拡大 
     

  庁内連携体制の充実による情

報発信力の強化 
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推進施策 （４）高等教育機関等との連携 

 全国的に、大学入学時及び大学卒業・就職時にあたる若い世代の大都市

圏への人口流出が顕著であり、本市においても例外ではありません。その

一つの要因は、地方と東京の経済格差の拡大が、魅力ある職を求める若者

を地方から東京圏へ流出させていることだと指摘されています。 

自立的で持続的なまちを維持していくため、意欲と能力のある若者が地

域において活躍できるよう、市内の高等学校や県内の高等教育機関、行政

機関、企業等が連携し、地域産業を担う人材育成をはじめ、魅力ある就業

先や雇用の創出などに取り組み、若者の地元就職率の向上を目指します。 

また、地元の人材を育成し、地元が求める人材として還元していく地域

人材循環構造を確立するなど、活力ある人材の育成や若者の一層の地元定

着を図ることを目的とし、徳山大学の公立化について検討を進めます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

市内の高等教育機関を卒業し、就職した学生

の市内就職率 
14％ 40％ 

 

 主な取組 ①教育機関との連携強化 
   

  具体的な取組内容 

  

●三者（周南市・徳山大学・徳山高専）連携等の強化 

平成 18（2006）年度に地域社会の発展と人材の育成に寄与す

ることを目的として協定を締結した三者連携の取組をさらに強

化するとともに、県内高等教育機関や地域産業界とも様々な形で

連携・協働しながら、学生の地元就職率の向上を図ります。 

●高等学校におけるコミュニティ・スクールの推進 

山口県は令和 2（2020）年度までに県内の全高等学校にコミ

ュニティ・スクールを導入することとしており、本市において

も市内高等学校の学校運営協議会に積極的に参画し、高校やＰ

ＴＡ、企業などと連携しながら、学生の地域への愛着を育むと

ともに地域の活性化を図ります。 

●ＰＢＬ（projected based learning）の推進 

教育機関と企業や行政が連携し、学生が主体的に学びながら地域

の課題解決に向けたプロジェクトを企画・実践する教育プログラ

ムであるＰＢＬ（projected based learning）に県内大学と取り

組みます。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  三者（周南市・徳山大学・徳

山高専）連携等の強化 
     

  高等学校におけるコミュニテ

ィ・スクールの推進 
     

  
ＰＢＬの推進      

 

 

 



- 28 - 

 主な取組 ②地元企業が求める人材の育成 
   

  具体的な取組内容 

  

●市内企業インターンシップ事業の推進（再掲） 

山口県インターンシップ協議会と連携し、市内企業のインターン

シップ事業実施を推進します。 

●徳山大学公立化の検討 

地域人材循環構造の確立を目指し、徳山大学の公立化について、

高校生の進学ニーズや企業の採用ニーズの把握、学部学科の改

編、市との政策連携についての可能性、また市財政への影響など

について、外部有識者の意見も取り入れながら、総合的に検討し

ます。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  市内企業インターンシップ事

業の推進（再掲） 
     

  
徳山大学公立化の検討      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
基本目標  
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４ 強みを活かし、賑わいあふれるまちづくり 

 

経済や地域の活性化に重要な役割を担う中心市街地の整備を着実に進め、商店やまちなか

オフィス、都市型産業の集積を図るとともに、徳山駅を中心とした拠点性の向上や回遊性の

促進により、「まちなか」に更なる賑わいの創出を図ります。これらの整備に加え、民間の再

開発事業を支援することにより、駅前商店街への波及効果、地域経済の振興と雇用の創出、

まちなか居住を促進し、更なる活性化につなげていきます。 

また、観光交流促進による交流人口の拡大を図るため、全国に誇れるまちなかの動物園や

工場夜景等、本市の特色ある地域資源を活用した戦略的なシティプロモーション活動を進め

るとともに、コンベンションの開催支援や参加者等に対するおもてなしについて、官民一体

となって取り組んでいきます。 

さらに、スポーツ交流の推進による交流人口の増加や賑わいの創出、地域経済の活性化を

図るため、本市のスポーツ拠点施設である周南緑地の維持管理や運営、整備に民間活力を導

入し、民間事業者の創意工夫を活かした自由度の高い運営によるサービス・収益性・利用者

満足度・利用率の向上に取り組みます。 

 

数値目標 
➢ まちなか※の歩行者等通行量 13,000 人 ［R1 年度 12,176 人］ 

➢ 年間観光客数 180 万人  ［H30 年度 165 万人］ 

※ＪＲ徳山駅周辺の５か所で調査 

 

推進施策・主な取組 
重要業績評価指標(KPI） 

現状（最新値） 目標(R6 年度) 

(1) 中心市街地における賑わいの創出  

まちなか※の歩行者等通行

量 

▶ 12,176 人 

 

 

 

 

 

▶ 13,000 人 

 

 

 

①中心市街地の活性化 

②都市型産業の立地促進（再掲） 

(2) 観光交流の推進  

年間観光客数 

▶ 165 万人 

 

徳山動物園 

年間入園者数 

▶ 280,542 人 

 

 

 

▶ 180 万人 （R5 年） 

 

 

 

▶ ※計画策定中 

 

 

①ニューツーリズムの推進 

②コンベンション誘致の推進 

③広域観光の推進 

④動物園の魅力向上 

(3) スポーツ交流の推進  

周南緑地内体育施設 

利用者数 

▶ 580,363 人 

 

 

 

 

▶ 630,000 人 

  

①スポーツ拠点施設の充実 

②コンベンション誘致の推進（再掲） 

 
※ＪＲ徳山駅周辺の５か所で調査 
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推進施策 （１）中心市街地における賑わいの創出 

 中心市街地が地域の経済及び社会の発展に果たす役割の重要性に鑑み、

中心市街地における都市機能の増進及び経済活力の向上を総合的かつ一体

的に推進していかなければなりません。 

第２期中心市街地活性化基本計画では、引き続き多種多様な事業に取り

組むとともに、徳山動物園まで計画区域を広げて駅前からの回遊性を促進

することでこの賑わいを中心市街地全域に波及させ、魅力ある中心市街地

の再生・充実を進めていきます。  

また、徳山駅前地区第一種市街地再開発事業やイベントなどの賑わい創

出に資する民間の活動を支援して来街者の増加を図っていきます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

まちなか※の歩行者等通行量 12,176 人 13,000 人 

※ＪＲ徳山駅周辺の５か所で調査 

 

 主な取組 ①中心市街地の活性化 
   

  具体的な取組内容 

  

●第２期中心市街地活性化基本計画に基づいた事業の展開 

賑わいの波及やさらなる民間投資を喚起するための公民共通の

ロードマップである第２期中心市街地活性化基本計画に掲げた

事業を着実に進捗管理します。 

●公共空間及び公共施設の利活用による賑わいの創出 

徳山駅周辺整備事業の早期完了と徳山駅前賑わい交流施設、駅前

広場などの公共空間及び公共施設の利活用を推進します。 

●組合施行による徳山駅前地区第一種市街地再開発事業への補助

及び支援 

民間による徳山駅前地区第一種市街地再開発事業を支援し、駅前

商店街への波及効果、地域経済の振興と雇用の創出、まちなか居

住を促進します。 

●動物園リニューアル事業 

徳山動物園リニューアル事業の基本コンセプトを基に、アジアの

熱帯雨林ゾーン、周南の里ゾーン、南エントランスなどのリニュ

ーアルを進め、中心市街地と連携し「まちなか動物園」としての

魅力向上に取り組みます。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  第２期中心市街地活性化基本

計画に基づいた事業の展開 
     

  公共空間及び公共施設の利活

用による賑わいの創出 
     

  組合施行による徳山駅前地区第一種

市街地再開発事業への補助及び支援 
     

  
動物園リニューアル事業      
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 主な取組 ②都市型産業の立地促進（再掲） 
   

  具体的な取組内容 

  

●情報通信産業等支援事業の実施 

中心市街地等への都市型産業の立地を促進し、地域経済の活性化

並びに雇用の創出及び拡大を図ります。 

●まちなかオフィス立地促進事業の実施 

中心市街地の一定の区画内に、新たに事業所等を開設する事業者

に対し、家賃補助及び雇用奨励を行います。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  情報通信産業等支援事業の実

施 
     

  まちなかオフィス立地促進事

業の実施 
     

 

 

推進施策 （２）観光交流の推進 

 官民の連携により、地域資源を最大限に活用することで、交流人口の拡

大、地域経済の活性化、地域への愛着や誇りの醸成を図るなど、住みたい

まち・訪れたいまちを目指し、ニューツーリズムの推進、観光客の受入環

境の充実、動物園の魅力向上に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

年間観光客数 165 万人 180 万人 

徳山動物園年間入園者数 280,542 人 ※計画策定中 

 

 主な取組 ①ニューツーリズムの推進 
   

  具体的な取組内容 

  

●官民連携によるツーリズムの推進 

周南観光コンベンション協会をはじめ観光関係団体など官民が

連携して、ニューツーリズム事業を実施し、市外県外からの観光

誘客を図ります。 

●日常をときほぐす観光の展開 

中山間地域が有する地域資源を有効活用し、掘り起こしや磨き上

げを進め、地域への愛着や誇りの醸成につなげる取組を展開しま

す。 

●夜型観光の展開 

周南工場夜景の活用をはじめ、夜間に開催するイベントや出張な

どの目的終了後の飲食や体験等の観光コンテンツを提案・提供す

ることで、賑わいや観光消費額の増加を目指します。 

●都市と農山漁村の交流の推進 

自然や伝統文化、暮らしなどの地域固有の資源を活かして地域と

の関わりを深める滞在型の体験交流活動を支援します。 
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  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  官民連携によるツーリズムの

推進 
     

  
日常をときほぐす観光の展開      

  
夜型観光の展開      

  
都市と農山漁村の交流の推進      

 

 主な取組 ②コンベンション誘致の推進 
   

  具体的な取組内容 

  

●受入体制の強化 

既存施設の稼働状況や収容規模等を踏まえながら、対象を絞った

効果的な誘致活動を展開し、民間団体・企業・教育機関等と連携

して、おもてなしやワンストップサービスの充実など、受入体制

の強化を図ります。 

●アフターコンベンションの強化、充実 

コンベンション終了後に参加者等に市内での滞在を楽しんでい

ただくため、「周南工場夜景鑑賞ツアー」などを活用した観光メニ

ュー等の提供や観光ボランティアガイドの活用、飲食などの情報

を適切に発信するなどアフターコンベンションの魅力強化を図

ります。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
受入体制の強化      

  アフターコンベンションの強

化、充実 
     

 

 主な取組 ③広域観光の推進 
   

  具体的な取組内容 

  

●広域観光の推進 

広域的で周遊性のある観光ルートを提供し、ニーズに即した観光

サービスに取り組みます。 

●情報収集及び発信 

イベント来場者へのアンケート結果などから誘客ターゲットを

定め、連携した宣伝広告や観光キャンペーンを行うなど効果的に

情報発信します。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
広域観光の推進      

  
情報収集及び発信      



- 33 - 

 

 主な取組 ④動物園の魅力向上 
   

  具体的な取組内容 

  

●動物園リニューアル事業 

徳山動物園リニューアル事業の基本コンセプトを基に、アジアの

熱帯雨林ゾーン、周南の里ゾーン、南エントラスなどのリニュー

アルを進め、中心市街地と連携し「まちなか動物園」としての魅

力向上に取り組みます。 

●動物園魅力向上推進事業 

動物園を体験的に楽しむイベントの実施、動物を通じた環境学習

を進めるプログラムの提供、ボランティアの活躍によるおもてな

しの向上等のソフト事業の充実により、リニューアル事業による

ハード整備の効果を高め、動物園の魅力向上に取り組みます。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
動物園リニューアル事業      

  
動物園魅力向上推進事業      

 

 

推進施策 （３）スポーツ交流の推進 

 周南緑地（東・中央）は、総合スポーツセンターや野球場、陸上競技場

など、多様な体育施設を有する本市のスポーツ拠点施設ですが、施設の多

くが老朽化しており、今後改修や大規模修繕が必要な時期を迎えていま

す。本市の厳しい財政状況や人口減少が予測される中、今後、施設の修繕

や利用者の減少等により施設を維持していくことが困難になることも考え

られます。 

このような状況に対応するため、ＰＦＩの手法により、民間のノウハウ

を活用して施設の整備や改修、維持管理・運営を行うことで、施設の魅力

を向上させるとともに、大規模大会等の誘致にも取り組むことで、市民だ

けではなく、市外・県外の利用者の増加を図ります。 

これにより、周南緑地を今後も本市のスポーツ拠点施設として維持・発

展させて、スポーツ交流を推進するとともに、交流人口の増加や賑わいの

創出、地域経済の活性化などにも繋げます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

周南緑地内体育施設利用者数 580,363 人 630,000 人 

 

 主な取組 ①スポーツ拠点施設の充実 
   

  具体的な取組内容 

  

●周南緑地の整備・運営等へのＰＦＩの導入 

周南緑地の整備・改修や維持管理・運営をＰＦＩにより進めるた

め、ＰＦＩアドバイザリー業務等を実施し、事業を担う民間事業

者の選定作業を進めます。 
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●ＰＦＩの手法による周南緑地の整備・改修 

ＰＦＩの手法により周南緑地の施設整備や改修を行うことで、事

業の進捗を図るとともに、施設の魅力や快適性の向上など、スポ

ーツ環境の充実を進めます。 

●ＰＦＩの手法による周南緑地の維持管理・運営 

ＰＦＩの手法により、民間のノウハウ等を活用して周南緑地の維

持管理・運営を行うことで、サービスの向上や効率的な運営等を

図り、利用者や交流人口の増加、地域経済の活性化等に繋げます。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  周南緑地の整備・運営等への

ＰＦＩの導入 
  

 
  

  ＰＦＩの手法による周南緑地

の整備・改修 
     

  ＰＦＩの手法による周南緑地

の維持管理・運営 
     

 

 主な取組 ②コンベンション誘致の推進（再掲） 
   

  具体的な取組内容 

  

●受入体制の強化 

既存施設の稼働状況や収容規模等の他、新たな施設の機能を踏ま

えながら対象を絞った効果的な誘致活動を展開し、民間団体・企

業・教育機関等と連携して、おもてなしやワンストップサービス

の充実など、受入体制の強化を図ります。 

●アフターコンベンションの強化、充実 

コンベンション終了後に参加者等に市内での滞在を楽しんでい

ただくため、「周南工場夜景鑑賞ツアー」などを活用した観光メニ

ュー等の提供や観光ボランティアガイドの活用、飲食などの情報

を適切に発信するなどアフターコンベンションの魅力強化を図

ります。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
受入体制の強化      

  アフターコンベンションの強

化、充実 
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基本目標  

５ 時代に対応した、持続可能なまちづくり 

 

人口減少社会においても、快適な生活環境を維持し、持続可能な都市経営を実現するため、

福祉・医療・商業等の都市機能や居住機能等の適正な配置・誘導を図り、Society5.0 を見据

え、先端技術やビッグデータを活用したスマートシティの実現を目指すとともに、コンパク

トで暮らしやすい都市を目指します。 

人口減少・少子高齢化が都市部以上に進行している中山間地域においては、地域コミュニ

ティ組織の単位を基本に身近な暮らしを守ることのできる地域をつくるとともに、買い物や

医療等一定の生活機能を有する近隣地域等との交通ネットワークを整備することにより、地

域の実情に応じた生活圏づくりを進めます。 

また、地域の課題解決や魅力を高めるための市民の自主的・主体的な活動が、持続・発展

的に展開される活力ある地域づくりを推進します。 

 

数値目標 
➢ 周南市に住み続けたいと思う人の割合  55.6％ 

［H30 年度 42.3％※］ 

※ 令和元（2019）年 7 月 「周南市市民アンケート調査報告書」より 
 

推進施策・主な取組 
重要業績評価指標(KPI） 

現状（最新値） 目標(R6 年度) 

(1) Society5.0 の実現に向けたまちづくり  

スマートシティ構想の策定 

▶ －件 

 

RPA にて自動化する事務

の件数 

▶ －件 

 

「ぴったりサービス」の提供

サービス手続き数 

▶ 16 件 

 

 

 

▶ 1 件 

 

 

 

▶ 100 件 

 

 

 

▶ 21 件 

 

 

①スマートシティの推進 

(2) コンパクト・プラス・ネットワークの推進  

居住促進区域内人口密度 

▶ 48.0 人／ha 

 

 

▶ 47.3 人／ha 

 

①コンパクトシティの推進 

②公共交通ネットワークの形成 

 

(3) 中山間地域の持続可能な生活圏づくり  

小さな拠点づくりに取り組

む地区数 

▶ 1 地区 

 

 

 

 

▶ 3 地区 
 

①中山間地域の拠点づくり 

②公共交通ネットワークの形成（再掲） 

 

(4) 多様な主体による地域づくりの推進  

「地域の夢プラン」の策定

数 

▶ 16 地区 

 

コミュニティビジネス等の創

出件数 

▶ －件 

 

 

 

 

▶ 20 地区 

 

 

 

▶ 15 件 

 

 

①地域づくりの支援 

②市民活動の推進 
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推進施策 （１）Society5.0 の実現に向けたまちづくり 

 近年、人口減少や少子高齢化をはじめとした地域課題の解決に向けて、

急速に進展するＡＩやＩｏＴなどのＩＣＴを活用した、超スマート社会

「Society5.0」の構築に向けた動きが活発化してきています。 

ＩＣＴは、あらゆる分野において、住民の利便性と満足度を高める上で

有効であり、地域の特性に応じた形で活用することで地域の魅力向上が、

より一層期待できます。また、自治体においては、ＩＣＴの効果的、効率

的な活用により、行政サービスを維持、向上させる「スマート自治体」へ

の転換が必要です。 

こうしたことから、本市においても、ＩＣＴを有効に活用するスマート

自治体への転換を進めつつ、ＩｏＴ、ＡＩ等の先端技術、ビッグデータ等

を活用し、生産性や生活利便性、快適性の向上を目指し、都市機能を高度

化する「スマートシティ」の実現に取り組みます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

スマートシティ構想の策定 －件 1 件 

RPA にて自動化する事務の件数 －件 100 件 

「ぴったりサービス」の提供サービス手続き

数 
16 件 21 件 

 

 主な取組 ①スマートシティの推進 
   

  具体的な取組内容 

  

●スマートシティ構想の策定・取組 

ＩＣＴの利活用による、地域課題の解決、市民の利便性・快適性

向上、安心・安全の実現に向けて、本市の課題や特徴並びに将来

あるべき都市像を踏まえた構想を、庁内の横断組織により策定し

ます。 

●スマート自治体への転換の推進 

ＡＩやＲＰＡなどのＩＣＴ活用により、定型業務の自動化等で業

務効率や生産性の向上を図るとともに、業務時間やコストの削減

を行政サービスの維持・向上に繋げます。 

●ドローンなどの新技術の活用 

橋梁点検等でドローンを実証的に活用し、その効果や課題等を検

証するとともに、推進体制を整えてまいります。将来的には、様々

な分野での幅広い活用を検討した上で、全庁的な展開を図りま

す。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  スマートシティ構想の策定・

取組 
     

  スマート自治体への転換の推

進 
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  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
ドローンなどの新技術の活用      

 

 

推進施策 （２）コンパクト・プラス・ネットワークの推進 

 人口減少・少子高齢化の進行や都市の郊外化に伴って、市街地人口が低密

度化することにより都市全体が空洞化し、日常生活に必要なサービスの提供

が困難になったり、老朽化した公共施設等の維持管理負担が増大することが

懸念されています。また、公共交通利用者の減少、路線バスの運転士不足の

深刻化、公共交通維持にかかる公的負担の増加等、地域公共交通を取り巻く

環境も、ますます厳しくなってきています。 

 こうした状況に対応するため、「周南市立地適正化計画」や「周南市地域公

共交通網形成計画」に基づき、居住及び都市機能の誘導と、拠点間をつなぐ

公共交通ネットワークの形成により、市全体で暮らしやすい都市構造となる

よう、コンパクト・プラス・ネットワークの構築に向けて取り組みます。 

また、計画的な都市機能の配置や適正な土地利用により、良好な都市環

境や安心安全な住環境の確保を図るとともに、ＡＩやＩＣＴなどの先端技

術を活用したモビリティサービスも視野に入れ、時代に対応した快適で利

便性が高いコンパクトなまちづくりを推進していきます。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

居住促進区域内人口密度 48.0 人／ha 47.3 人／ha 

 

 主な取組 ①コンパクトシティの推進 
   

  具体的な取組内容 

  

●計画的な土地利用の推進 

「周南市立地適正化計画」に基づき、低未利用地の利活用などに

よる、まちなか居住の推進を図り、また、無秩序な市街地の拡大

を抑制するなどの適正な土地利用を推進することで、コンパクト

シティの実現に向けて取り組みます。 

●組合施行による徳山駅前地区第一種市街地再開発事業への補助

及び支援 

民間による徳山駅前地区第一種市街地再開発事業を支援し、駅前

商店街への波及効果、地域経済の振興と雇用の創出、まちなか居

住を促進します。 

●コンビナート電力利活用事業 

コンビナートで発電される安定・安価な電力を中心市街地への企

業誘致のインセンティブとし、立地適正化計画に基づく都市機能

の誘導により、周南市独自のコンパクトシティの実現へと繋げま

す。 

●空き家の適正な管理及び利活用の推進 

空き家の実態調査及びアンケート調査により所有者のニーズを

把握するとともに、空家相談会を開催し、空き家の適正な管理及

び利活用を推進します。 
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  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
計画的な土地利用の推進      

  
組合施行による徳山駅前地区第一種市街

地再開発事業への補助及び支援（再掲）      

  
コンビナート電力利活用事業      

  空き家の適正な管理及び利活

用の推進 
     

 

 主な取組 ②公共交通ネットワークの形成 
   

  具体的な取組内容 

  

●地域公共交通計画（仮称）の策定 

急速に進む路線バスの減便や廃止、それに伴う交通不便地区の発

生に対応するため地域公共交通網形成計画の見直しを行い、現計

画を踏まえた新たな交通計画を策定します。 

●既存「輸送資源」の有効活用 

既存の輸送資源を有効活用することで地域の移動手段の確保に

向けた効果について検証を行います。 

●新技術活用の検討 

公共交通利用者の利便性を図るためＡＩやＩＣＴなどの先端技

術を活用した新たな移動システムについて検討を行います。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  地域公共交通計画（仮称）の

策定 
     

  
既存「輸送資源」の有効活用      

  
新技術活用の検討      

 

推進施策 （３）中山間地域の持続可能な生活圏づくり 

 中山間地域においては、人口減少や少子高齢化が都市部以上に進行し、こ

れまでの日々の暮らしを維持してきた助け合いや支えあいなどの集落機能、

農業などの生産機能が低下するとともに、買い物や医療などの生活サービス

が身近な場所で受けられない地域も現れています。 

このため、小学校区等の生活拠点の中で、身近な生活サービスの維持

や、地域資源を活用して収入を確保する取組等を経営の視点を取り入れて

持続的に実践できる体制づくりを推進するとともに、買い物や医療などの

一定の生活サービス機能を有する地域都市拠点等への生活交通を整備する

など、住み慣れた地域の中で安心して暮らし続けられる地域づくりを推進

することにより、「人口減少や高齢化が進む中でも安心して誇りを持って暮

らし続けられる地域の実現」を目指します。 
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

小さな拠点づくりに取り組む地区数 1 地区 3 地区 

 

 主な取組 ①中山間地域の拠点づくり 
   

  具体的な取組内容 

  

●小さな拠点づくり・地域経営の体制づくりの支援 

経営の視点を取り入れて身近なサービスの維持や、地域資源を活

用して収入を確保する取組等を行う「小さな拠点づくり」を推進

するとともに、その取組を持続的に実践する「地域経営組織」の

設立を支援します。 

●徳山北部地域の拠点形成 

地域都市拠点に位置付けている須々万地区において、老朽化が進

む支所・市民センターを徳山北部地域の拠点施設として整備する

ことにより持続可能な生活圏の形成を図ります。（徳山北部地域：

須々万・須金・中須・長穂・大道理・大向・八代） 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  小さな拠点づくり・地域経営

の体制づくりの支援 
     

  
徳山北部地域の拠点施設整備      

 

 主な取組 ②公共交通ネットワークの形成（再掲） 
   

  具体的な取組内容 

  

●地域公共交通計画（仮称）の策定 

急速に進む路線バスの減便や廃止、それに伴う交通不便地区の発

生に対応するため地域公共交通網形成計画の見直しを行い、現計

画を踏まえた新たな交通計画を策定します。 

●既存「輸送資源」の有効活用 

既存の輸送資源を有効活用することで地域の移動手段の確保に

向けた効果について検証を行います。 

●新技術活用の検討 

公共交通利用者の利便性を図るためＡＩやＩＣＴなどの新技術

を活用した新たな移動システムについて検討を行います。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  地域公共交通計画（仮称）の

策定 
     

  
既存「輸送資源」の有効活用      

  
新技術活用の検討      
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推進施策 （４）多様な主体による地域づくりの推進 

 本市においては、少子高齢化や人口減少が進むととともに、住民ニーズや

地域課題が多様化・複雑化しており、将来にわたり安心安全で活力ある地域

社会を維持していくためには、その全てを行政や民間事業者だけで対応する

ことが困難になっています。 

このため、市民の自主的・主体的な、地域の課題解決や魅力を高める活

動が求められており、市民と市民、市民と行政の多様な連携による地域づ

くりの推進を図ります。 

 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状（最新値） 目標(R6 年度) 

「地域の夢プラン」の策定数 16 地区 20 地区 

コミュニティビジネス等の創出件数 －件 15 件 

 

 主な取組 ①地域づくりの支援 
   

  具体的な取組内容 

  

●地域の夢プランの推進 

「地域の夢プラン」策定に向けた機運醸成や、その策定・実践活

動に取り組む地域に対して、人的・財政的支援を行います。 

●地域づくり推進体制の強化 

地域の新たな担い手の発掘・育成や、地域拠点施設となる市民セ

ンター等の整備・改修を行うとともに、地域自らが管理・運営す

るための体制づくりを支援します。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
地域の夢プランの推進      

  
地域づくり推進体制の強化      

 

 主な取組 ②市民活動の推進 
   

  具体的な取組内容 

  

●新たな市民活動の創出 

コミュニティビジネスや新しい公共を担う取組などにチャレン

ジしやすい環境を整備します。 

●市民活動支援の充実 

市民活動を広げるための機運醸成や市民活動に参加しやすい環

境づくりに取り組みます。 
   

  具体的な取組内容 R2 R3 R4 R5 R6 

  
新たな市民活動の創出      

  
市民活動支援の充実      
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５ 総合戦略の進行管理                           

 

総合戦略の着実な進捗を図るために、PDCA サイクルを導入し、市長を本部長とする「周

南市まち・ひと・しごと創生推進本部」において、毎年度、重要業績評価指標（KPI）の達

成に向けた成果重視の検証を行います。 

また、産業界や関係行政機関、教育機関、金融機関等の外部有識者で構成する「周南市ま

ち・ひと・しごと創生戦略会議」において、幅広い視点から、基本目標等の達成度を検証す

るとともに、施策展開についての意見聴取を行います。 

今後、総合戦略を深化・加速化させていく中で、戦略会議の検証結果等を踏まえて、必

要に応じた施策や事業の見直し及び総合戦略の改訂を行います。 
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６ 第２期周南市まち・ひと・しごと創生総合戦略の施策とＳＤＧｓの関連表     

 

基本 

方針 

基本 

目標 

SDGs17 のゴール 

 

 

 

 

 

 

推進施策 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 
貧困をな

くそう 

飢餓をゼ

ロに 

すべての

人に健康

と福祉を 

質の高い

教育をみ

んなに 

ジェンダ

ー平等を

実現しよ

う 

安全な水

とトイレ

を世界中

に 

エネルギ

ーをみん

なにそし

てクリー

ンに 

働きがい

も経済成

長も 

産業と技

術革新の

基盤をつ

くろう 

多
様
な
し
ご
と
を
創
出
し
、
安
定
し
た
雇
用
を
生
む
環

境
を
つ
く
る 

雇
用
を
確
保
し
、
安
定
し
て
働
く
こ
と
が
で
き
る
ま
ち

づ
く
り 

産業基盤強化の促進       ●  ● 

企業立地の促進        ● ● 

新事業・新産業、新エネル

ギーの創出 
      ● ● ● 

稼げる農林水産業の構築  ●        

雇用の充実 ●      ● ●  

若
い
世
代
の
結
婚
、
妊
娠
・
出
産
、

子
育
て
の
希
望
を
か
な
え
る 

子
育
て
に
寄
り
添
い
、
次
代
を
担

う
人
材
を
育
む
ま
ち
づ
く
り 

結婚、妊娠・出産・子育て

に関する支援の促進 ● ● ● ● ●     

豊かな心を育む幼児教

育・保育サービスの提供 ● ● ● ● ●     

生き抜く力を育む教育の

充実 ●   ● ●   ●  

人
口
の
流
出
を
食
い
止
め
、
市
外
か
ら
も
人
を
呼
び
込
む 

若
者
・
女
性
が
魅
力
を
感
じ
、
つ
な
が
り
が

生
ま
れ
る
ま
ち
づ
く
り 

関係人口の創出、拡大        ● ● 

起業・創業支援の推進        ● ● 

ＵＪＩターンの促進        ●  

高等教育機関との連携    ●      

強
み
を
活
か
し
、
賑
わ
い
あ
ふ

れ
る
ま
ち
づ
く
り 

中心市街地における賑わ

いの創出 
  ● ●    ● ● 

観光交流の推進        ●  

スポーツ交流の推進          

次
世
代
に
つ
な
ぐ
新
た
な
ま
ち
を
つ
く
る 

時
代
に
対
応
し
た
、
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く

り Society5.0の実現に向け

たまちづくり 
   ●    ● ● 

コンパクト・プラス・ネッ

トワークの推進 
     ●   ● 

中山間地域の持続可能な

生活圏づくり 
  ●       

多様な主体による地域づ

くりの推進 ●         
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基本 

方針 

基本 

目標 

SDGs17 のゴール 

 

 

 

 

 

 

推進施策 

10 11 12 13 14 15 16 17 
人や国の

不平等を

なくそう 

住み続け

られるま

ちづくり

を 

つくる責

任つかう

責任 

気候変動

に具体的

な対策を 

海の豊か

さを守ろ

う 

陸の豊か

さも守ろ

う 

平和と公

正をすべ

ての人に 

パートナ

ーシップ

で目標を

達成しよ

う 

多
様
な
し
ご
と
を
創
出
し
、
安
定
し
た
雇
用
を
生
む
環

境
を
つ
く
る 

雇
用
を
確
保
し
、
安
定
し
て
働
く
こ
と
が
で
き
る
ま
ち

づ
く
り 

産業基盤強化の促進  ●      ● 

企業立地の促進        ● 

新事業・新産業、新エネル

ギーの創出 
       ● 

稼げる農林水産業の構築   ● ● ● ●  ● 

雇用の充実        ● 

若
い
世
代
の
結
婚
、
妊
娠
・
出
産
、

子
育
て
の
希
望
を
か
な
え
る 

子
育
て
に
寄
り
添
い
、
次
代
を
担

う
人
材
を
育
む
ま
ち
づ
く
り 

結婚、妊娠・出産・子育て

に関する支援の促進 
 ●     ● ● 

豊かな心を育む幼児教

育・保育サービスの提供 
      ● ● 

生き抜く力を育む教育の

充実 ●  ●     ● 

人
口
の
流
出
を
食
い
止
め
、
市
外
か
ら
も
人
を
呼
び
込
む 

若
者
・
女
性
が
魅
力
を
感
じ
、
つ
な
が
り
が

生
ま
れ
る
ま
ち
づ
く
り 

関係人口の創出、拡大 ● ●      ● 

起業・創業支援の推進        ● 

ＵＪＩターンの促進  ●      ● 

高等教育機関との連携        ● 

強
み
を
活
か
し
、
賑
わ
い
あ
ふ

れ
る
ま
ち
づ
く
り 

中心市街地における賑わ

いの創出 
 ●      ● 

観光交流の推進  ● ●     ● 

スポーツ交流の推進 ● ●      ● 

次
世
代
に
つ
な
ぐ
新
た
な
ま
ち
を
つ
く
る 

時
代
に
対
応
し
た
、
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く

り Society5.0の実現に向け

たまちづくり 
 ●      ● 

コンパクト・プラス・ネッ

トワークの推進 
 ●      ● 

中山間地域の持続可能な

生活圏づくり 
 ●      ● 

多様な主体による地域づ

くりの推進 
 ●      ● 
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資料２ 用語解説 

 

 用語 説明文 

あ   

 

い   

 

う   

 

え   

 

お   

 

か   

 

き   

 

く   

 

け   

 

こ   

 

123   

 

Aa   
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